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経済学研究 49-4

北海遊大学 200制

企業の境界ヂザイン

椙原基大

I 序

近年の企業の顕著な特徴は，

して，自社の内部資額だけでなく般社の外

をも活思しようとする点である O 倒え

ば，我が顕でも，合弁事業，共需研究開発，ラ

イセンス供与等も広範に操繍されるようになっ

た。これら内部資源と外部資源の動員について

の決定は，企業の議界デザインの照麓として捉

えられ考察されてゑた。しかし，この複数の企

業開の経畿現象を分析謀、題とする複雑な境界デ

ザインの関鷺は，従来， 4必ずしも十分に分析さ

れてはこなかった。

そこで本稿では，企業の境界デザ、インに関す

る先行研究を検討し，その結果をもとに境界デ

ザ、インに関する研究諜髄をと提示する。まずE節

では，ぎな業の境界デザインを分析するための2

つの握角，すなわち$致事jコスト理論と争資額

ベース理論について考察する O 次の理節では，

境界デザインの裁定閣を分析したうも背研究を，

N節では，境界デザインと競争優位の関係を分

析した先持研究を，それぞれ検討する O 最後の

V節では，以上の検討から析出される

インに関する検証すべき仮説命題を整理すると

ともに，分析枠組を提示する。

E 境界デザインC分析捜角

企業の;境界デザインの問題は多較にわたって

いるつ複数の事業を展開する際に，雨方の毒事業

を企業i村部に事業部としてもつのか，一方のみ

を分校1tするのか，ぞれとも両事業とも部会社

fとするのか。また，企業のイノベーシ滋ンに!祭

して，他社から護得した資源を利用するのか，

ぞれとも内部資源のみを活服するのか。

源の獲得・利用を選択した場合，ライセンス供

研究開発契約，共再開発プロジェクトアジ

ョイント・ベンチャ…，あるいは繋収統合等の

うちから，いずれの形態、を事長期するのか。これ

らの問題は，部品を内製するか外注するか，

品のj定通をいかに組議立するのか，多角イとをど

のようにすすめるかという問題と問様に，企業

の境界デザインに関する問題である。

既存の理論は企業の境界デザインをどのよう

に分析しているのであろうか。境界デザインの

規定習に腐する緋究に関しでは，∞取引コスト

と②資源、ベ…ス理論の2つの分析提角があ

る。本館では，これらの2つの分析機角をそれ

ぞれ紹介・検討する O

1 取引コスト理論

企業の境界デザインに関する研究は， Coase 

(1937)の研究から始まる。彼i丸公業の境界デ

ザインの競走国として，市場を通じた企業関耳支

出に，長襲な諸々のコストに注目している o Wil-

liamson(l975) !ま， rCDr!1場取引の不確実性が高
く，②取れへの参加企業が少なく，号取引

度が低いほど，取引コストが増大し，その結:乳

食業は毒事業活動を内部化し境界をと拡漉する」と

いう取引コスト理論を提示し， Coaseの考え方

を体系化したユ)。取引コスト理論lえ

1)取引コスト滋警告のなかでも，詩文'11参加者の少数性が
取引コストに汲lます影響に喜毒する研究が火きく発渓
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場環境の不確実性や依存性に対応するために， これらの実証分析の結果は，様々である。市

取引活動を市場による調整から階層的組織によ 場環境と境界デザインとの聞に正の関係を見出

る調整に移行させることを，企業の境界デザイ したもの，必ずしも明確な関係は無いとするも

ンにおける基本的な原理とし提示している

(Pfe妊'er& Salancik， 1978; Ouchi， 1980)。

取引コスト理論に関しては，今日まで数多く

の実証分析が蓄積されてきた2)。これらの研究

は，いくつかの有意義な知見をもたらした。と

りわけ，取引コスト理論は，成熟市場での企業

の境界デザインを考える際に大きな説明力をも

っている(Klein，Crawford & A1chian， 1978; 

Joskow， 1988)。自動車産業における供給業者

と購買企業との間の垂直統合および継続的取引

関係はその典型である (Monteverde& Teece， 

1982;成生・鳥居， 1996;浅招， 1997;伊藤・

マクミラン， 1997)。

これらの研究の多くは基本的に，境界デザイ

ンの指標を従属変数，市場環境の特性および関

連するコンテクスト要因を独立変数とする回帰

分析を試みている。

している。今日，取引参加者の少数性の問題は， I取
引参加者が少数である場合，取引当事者間の関係に

特殊な資源に対する投資が不可欠でなり，取引コス

トが増大する。取引コストの増大に応じて，企業は

事業活動を内部化し境界を拡張する」という取引特

殊的投資命題として発展している。しかしながら，

本稿では，取引特殊的投資命題自体については直接

には言及しない。取引特殊的投資命題の理論的発展

は， Grossman & Hart (1986)， Joskow (1988)， Hart 
(1993)， Williamson (1993)，伊藤・林田 (1996)

に詳しい。

2)取引コスト理論の発展は，日本において中関紙織論

という独自の学問領域を生みだした。中間組織論

は，日本企業の競争優位性を取引コスト理論から検

討し，市場取引における組織原理の浸透および企業

内取引における市場原理の浸透の有効性を指摘し

た。中間組織論の研究成果は，日本企業の境界デザ

インが機能する内部メカニズムを明らかにしたが，

なぜ中間組織という境界デザインが採用され，それ

が企業の競争優位の形成と持続にいかなる影響を及

ぼしているのかについて，具体的な検討はなされて

いない。よって本稿では，中間組織論の研究成果を，

必要に応じて適宣言及するのにとどめている。中間

組織論とその発展については，今井・伊丹・小池

(1982) ，後藤(1994)，伊丹 (1994)，伊藤・林田

・湯本 (1994)，三輪 (1994)を参照。

の，非線形の関係を見出したもの等が含まれ

るO

しかしあえてコンセンサスを見出すとすれ

ば，取引コスト理論にもとづく分析結果は，次

の2つの命題に整理することができる。

1 )競争度が高く，利益の専有可能性が低い

市場環境に直面する企業は，事業活動を

内部化し境界を拡張する。

2 )資源獲得の代替的源泉が少なく，他社に

よる機会主義的行動のリスクが高い市場

環境に直面する企業は，事業活動を内部

化し境界を拡張する。

このように取引コスト理論の研究蓄積は，境

界デザインを規定する要因を，①専有可能性

(appropriability)の問題と②スモール・ナンノT

ー・パーゲニングの問題との2つの要因に大別

している。

①の専有可能性の問題とは，他社との関係に

おいて，企業内部の資源蓄積がもたらす利益の

うちどの程度を社内に専有することができるか

を指している。一般に，事業活動を外部化し外

部資源を利用する境界デザインを採用する場

合，企業は，競合他社に内部資源が漏洩するリ

スクを負担する。その結果，専有可能性は不安

定になる。パートナー企業は，資源を競合企業

に供給することが可能であり，競合企業数が多

いほど，そのリスクが高まる。このように，競

争度の高い市場環境に直面する企業は，専有可

能性を維持するために，事業活動を内部化し境

界を拡張するであろう。

②のスモール・ナンバー・パーゲニングの問

題とは，企業が資源獲得の代替的源泉を確保で

きるか否かが，供給企業による機会的主義的行

動のリスクを規定するというものである。すな

わち，十分な資源蓄積をもっ複数の供給企業を

確保することができない企業は，特定の供給企

業との間にある程度特殊な投資をする必要性が
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高まり，供給企業に対する依存性が増大する。

さらに，供給企業による機会主義的行動のリス

クが増大する。その結果，外部資源を利用する

デメリットが増大し，企業は事業活動を内部化

し境界を拡張する。

取引コスト理論は，市場取引が必然的に不安

定であることに注目し，市場を通した企業間関

係には大きな調整コストが不可避であることを

指摘した。この調整コストの増大が，企業の境

界デザインに影響を及ぼす。取引コスト理論

は，市場取引の調整コストの増大に応じて，企

業が事業活動を内部化し境界を拡張することの

便益を示唆している。

しかし，取引コスト理論の諸研究は， (1)事業

活動を内部化することによってどのようなメカ

ニズムで調整コストを節約し，境界デザインに

影響を及ぼすのか， (2)事業活動における資源配

分に関する意思決定とともに資源蓄積に関する

意思決定が，境界デザインにいかなる影響を及

ぼすのか，に関して十分に考察していない。

取引コスト理論においては， I市場取引を通

して外部資源を利用するために必要なコスト

と，企業組織の内部資源を調整レ活用するため

に必要なコストとの相対比によって境界デザイ

ンが規定される」と主張したが，企業特性を明

確に分析してこなかった。今後は，競争戦略・

資源蓄積などの企業の内部要因が境界デザイン

に及ぼす影響を分析を行い，市場取引と比較し

て事業活動の内部化にはどのようなコストが発

生するのかを明らかにする必要があるだろう。

さらに取引コスト理論においては， I境界デ

ザインによって資源配分をいかに効率的に行う

か」という観点から，企業の境界デザインを分

析してきた。しかし，近年活発になっている戦

略提携やジョイントベンチャーなどの境界デザ

インは，長期的視野に立った企業の戦略的意思

決定である場合が多い。今後は，境界デザイン

の資源配分に対する影響のみならず，資源蓄積

に対する影響を考慮する必要がある。

このような考察は，取引コスト理論が無力で

あることを示すものではない。ここで重要なこ

とは，第1に，市場環境の特性が企業の境界デ

ザインに及ぼす影響は一義的ではないという点

であり，第2に，資源配分ではなく資源蓄積と

いう観点から有効な境界デザインを精綴化して

いく必要があるという点である。

2 資源ベース理論

取引コスト理論が明らかにしてきたのは 1

つの企業が一定時点において取引コストを効率

的にするための境界デザインであった。しかし

ながら，現実の企業間関係は，取引関係に限定

されない。さらに，企業は資源を外音防、ら獲得

するだけでなく，事業活動において外部資源を

利用し内部資源の蓄積・強化をはかる。資源蓄

積には，取引コスト以外にも学習コストなどの

企業特有の様々なコストが発生し，そのあり方

が境界デザインに大きな影響を及ぼしている

(Demsetz， 1993; Gulati and Singh， 1998)。
境界デザインを規定する企業要因の探求にお

いて大きな役割を果たしたのが， Peteraf(1993) 

に代表される「戦略の資源要因に関する研究

(a resource-based view) Jの理論と，これにも
とづく一連の実証研究である。

境界デザインの規定因として企業の資源要因

を最初に指摘したのは， Penrose (1959)である。

彼女は，事業活動の結果，企業内部に蓄積され

る資源を有効に活用するために，企業は境界を

拡張し，成長を達成することを解明した。競争

戦略論の見地からは， Porter(1985)やTeece

(1986)が，自社の独自資源が競合他社に漏洩す

るのを回避するために，事業活動を内部化し境

界の拡張が有効であることを指摘した。

1980年の半ばから，経営戦略論の分野で，企

業が競争優位を形成し持続する要因として，企

業内部での資源蓄積の性質が注目されるように

なった(Rumelt，1984; Wemerfelt， 1984; Bar 

ney， 1986; Dierickx & Cool， 1989)。
Peteraf(1993)は，それまでの先行研究を詳細

に検討し，経営資源と持続的競争優位との関係
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を体系的に整理した。彼女は，持続的競争優位

を実現する資源条件を，①資源の異質性，②資

源をめぐる競争に対する事前的制限の存在，③

資源をめぐる競争に対する事後的制限の存在，

④資源移動の不完全性，の4つの要因に整理し

た。①の資源の異質性とは，自社資源の希少性

であり競合他社に対する独占的優位を構築する

条件である。②の資源をめぐる競争に対する事

前的制限とは，自社の独自資源を効率的に獲得

・蓄積するための様々な仕組みであり，コストを

削減し独占的優位を高い利益につなげるための

条件である (Demsetz，1973; Rumelt， 1984; 

Bamey， 1986)。③の資源をめぐる競争に対す

る事後的制限とは，自社の独自資源を他社に模

倣されるのを匝止するための様々な仕組みであ

り，競争優位を持続するための必要条件である

(Lippman & Rumelt， 1982; Rumelt， 1984; 

Dierickx & Cool， 1989; Mahoney & Panclian， 

1992)0 ④の資源移動の不完全性とは，自社資

源の独自性を保障する様々な制度的な仕組みで

あり，自社資源から得られる利益の専有可能性

を高める要因である (Teece，1987; Rosen-

bloom & Spender， 1996)。

資源ベース理論によれば，企業はこれらの競

争優位をもたらす資源要因を充足するために種

々の境界デザ、インを採用する。

これらの「戦略の資源要因に関する研究」の

理論蓄積に対応して，競争戦略・資源蓄積等の

企業内部要因と境界デザ、インとの関係に関する

実証研究が展開された。これらの研究は，競争

度の高い市場環境への適応に際して，ジョイン

ト・ベンチャーや戦略提携等の外部資源の利用

を指向した境界デザインの役割に注目してい

る。多くの研究は，詳細な事例分析により， I企

業の内部資源の競争優位性が，外部資源との相

互作用を通して強化される」という命題を提示

した(Kogut，1991; Grant， 1996; Teece， Pisano 

& Shuen， 1998)。このように資源ベース理論

にもとづく多くの研究は，市場環境の不確実性

の増大が，境界を縮小し外部資源への依存性を

高める境界デザインの採用を促すことを示唆し

ており，市場環境の不確実性の増大が，境界を

拡張し不確実性を縮減する境界デザインの採用

を促すと主張する取引コスト理論とは大きく異

なっている。

産業イノベーションの研究においても，企業

の資源要因と境界デザ、インとの関係に関する研

究が展開されている。Cohen& Levin白al(1990) 

は，企業内部の資源要因が境界デザインに及ぼ

す影響を実証的に検討している。彼らは， I吸

収能力(AbsorptiveCapacity) Jの概念を提示
し，外部資源に関連する十分な内部資源を保有

している企業ほど，外部資源を吸収し利用でき

ることを明らかにした。 Rosenberg(1990)や

Gambardella (1992)の調査研究も， I吸収能力J
命題を支持する成果を報告している。この発見

事実をめぐって多くの実証研究が行われてお

り，その方法や分析結果は多様であるが，この

「吸収能力J命題を支持しない結果も多く報告さ
れている。その理由としては次のことが考えら

れる。①自社内に競争力のある資源蓄積を持つ

企業は，外部資源に依存することを回避し自律

性を高めようとする。②境界を縮小し，他社との

関係を通した資源蓄積を図ることに伴って，自

社の独自資源を他社に学習・移転されるリスク

が増大する (Thompson，1967; Teece， 1987)。

以上のような企業の資源要因と境界デザイン

との関係に関する種々の研究成果の検討から，

資源ベース理論にもとづく次の命題が示唆され

る。

不確実性の高い市場環境に直面する企業は，

内部資源蓄積を補完・強化する外部資i療を求

め，事業活動を外部化し境界を縮小する。

しかし，資源ベース理論に関する従来の研究

は，どのような資源要因が，いかにして企業の

最適な境界デザインを規定するのかに関して明

確な分析枠組みを提示するまでには至っていな

い。とくに，パートナー企業によって自社の独

自資源が学習され，有力な競争相手となるリス

クの存在が，企業の境界デザインにいかなる影
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響を及ぼすかという重要な問題については十分

な考察がなされてこなかった。さらに，従来の

資源ベース理論に関する研究は，いかなる市場

環境において，いかなる境界デザインの採用

が，企業の資源蓄積を強化を促し，イノベーシ

ヨンおよび競争優位のために有効なのかについ

ても明らかにしてこなかった。

以上で検討してきた2つの分析視角は，各々

異なった視角から境界デザ、インを分析している

が，それらの主張は多くの点で相互に補完的で

ある。取引コスト理論では，市場環境と境界デ

ザインとの適合関係が重視され，それらの対応

関係について実証研究が行われている。資源ベ

ース理論では，企業の競争戦略および、資源蓄積

と境界デザインとの関連性について明らかにさ

れている。そこで 2つの分析視角に共通した

見解を明確に認識し，その長所と短所を正確に

認識することが境界デザイン研究において重要

であろう。

そこで次節では，境界デザインの規定因を分

析した先行研究を検討する。

E 境界デザインの規定因

前節で検討したように，境界デザインに関す

る分析視角とそれに基づく研究は多岐にわたっ

ており，首尾一貫した分析結果は得られていな

い。そこで本節では，企業の境界デザ、インを分

析した先行研究を，①市場環境，②競争戦略，

③資源蓄積の 3つの規定因のj仮に，より詳細に

検討する。

取引コスト理論は，主に①の市場環境が境界

デザインに及ぼす影響を，一方，資源ベース理

論は，主に②の競争戦略と③の資源蓄積が境界

デザ、インに及ぼす影響を明らかにしてきた。し

たがってE節とこのE節の先行研究の検討は，

内容が一部重複する。そこでこのE節で検討さ

れる先行研究は， V節における分析枠組の提示

に直接関連する研究に限定する。なおこの点

は，境界デザインと競争優位の関係を分析した

先行研究を検討するN節についても当てはま

る。

1 市場環境

市場環境とは，当該企業が他社との競争のな

かで，資源を獲得し，製品・サービスを提供し

ている環境を指している。市場環境が境界デザ

インに及ぼす影響に関しては，取引コスト理論

の分析視角から数多くの実証研究がなされてい

る。従来の研究において市場環境が境界デザイ

ンに影響を及ぼす理由として，次の3つが挙げ

られる (H紅rigan，1988; Shan， 1990; Eisen】

hardt & Schoonhoven， 1996)。
(1)競合企業数が多い市場環境では，必要な資

源獲得をめぐる競争が激化するため，企業は事

業活動の内部化を進め，戦略的に重要な資源を

内部開発する境界デザインを採用する。その

際，自社の資源蓄積から得られる利益の専有可

能性を確保する必要がある。 (2)市場環境の不確

実性が高い状況では，資源が陳腐化しやすく，

企業は新たな資源を求め迅速な戦略行動を展開

せざるをない。そのためには事業活動を外部化

し，外部資源の利用を指向した境界デザインが

必要である。 (3)資源獲得の代替的源泉が少ない

市場環境に直面する企業は，資源供給企業によ

る機会主義的行動のリスクが高まるため，事業

活動の内部化により資源の内部開発を指向した

境界デザインを採用し，依存関係を可能な限り

回避する必要がある。

市場環境は，①市場の競争度と②資源獲得の

代替的源泉の数，の2つの次元から構成され

る。

①の「市場の競争度」は，企業内部の資源蓄

積から得られる利益の専有可能性を規定し，企

業の境界デザインに影響を及ぼす。競合企業が

多く競争度の高い市場では，利益の専有可能性

が不安定である。一般に，企業は内部の資源蓄

積から得られる利益の専有可能性を高めるため

に，関連する事業活動を内部化する境界デザイ

ンを採用することが有効である (Teece，1986; 
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Pisano， 1990)。しかし，市場の競争度が高く，

企業の内部資源が陳腐化するリスクが大きい場

合，企業は，事業活動の内部化よりもむしろ外

部資源の利用を重視する境界デザインを採用す

ることによって，利益の専有可能性を改善する

ことも可能である。その理由は以下のとおりで

ある。

まず，企業は事業活動を外部化する境界デザ

インによって他社から資源を獲得し，資源開発

のコストやリスクを分散することができる

(Williamson， 1994)。次に，事業活動を外部化

する境界デザインを採用することによって，企

業は，潜在的な供給企業や顧客企業に対して強

い印象を与えることができる (Porter，1980)。

有力な供給企業や顧客企業の資源の利用を指向

した境界デザインの採用は，競合企業の参入障

壁を高め，利益の専有可能性を向上するために

有効である。

このように，市場の競争度が境界デザインに

及ぼす影響に関しては，相互に対立する見解が

存在している。

市場の競争度に影響を及ぼす重要な要因の 1

つに，市場の発展段階がある。需要が急速に増

大する市場成長期においては，競争の方法が多

様であり，競合企業の入れ替わりも激しい。成

長期の市場においては，迅速な企業行動が求め

られる。事業活動を外部化し，外部資源の利用

を指向する境界デザインの採用は，迅速な資源

の獲得を可能にすると同時に，埋没コストによ

る制約を少なくし，柔軟な企業行動の展開を促

す。また，市場成長期には競争力のある競合企

業が参入してくるため，自社独自の資源を積極

的に活用する企業行動が求められる。独自資源

の蓄積には内部の資源開発活動が不可欠であ

り，事業活動の外部化による外部資源の利用を

指向した境界デザインの有効性は限定される。

さらに，事業活動を外部化する境界デザインの

採用によって，他社から獲得した外部資源を自

社独自の資源蓄積に活用するためには長い時間

と困難が伴う。以上の要因から，市場成長期に

おいては，外部資源の利用を指向した境界デザ

インを採用するインセンテイブは限定される。

また，市場成熟期では，産業の標準的技術や

市場占有率，競争企業の変化が遅くなり，市場

の競争度は低い。そのような状況では，企業行

動の迅速性や柔軟性は重要な競争力ではなくな

る。競争戦略論では， r市場成熟期に入るにつ
れて，コスト・リーダーシップが支配的な競争

戦略になり，事業活動の内部統合を進める境界

デザ、インの採用が促される」という命題が提示

されている (Porter，1991)。市場成熟期におい

ては，既存の資源投資を回収することが重要で

あり，外部資源の利用を指向した境界デザイン

に対するインセンティブは，市場成長期よりも

低くなるであろう。

②の「資源獲得の代替的源泉の数」は，他社

による機会主義的行動のリスクを規定し，企業

の境界デザインに影響を及ぼす。

企業は，その外部環境から諸資源を獲得し，

それらを商品・サーピスに変換して外部環境に

提供することを通じて，その存続が保障される

オープン・システムである。したがって，外部

環境とりわけ諸資源を提供する他社に依存しな

ければ，その存続は不安定である (Thompson，

1967)。しかし，資源が希少でかっそれを供給

できる企業の数が少なくなると，他社への資源

依存度が高まり，企業の自律性が脆弱になる

(Williamson， 1975; Pfeffer and Salancik， 

1978)。その結果，他社による機会主義的な行

動のリスクが向上し，資源獲得のコストが増大

することになる。そのような環境条件では，企

業は，事業活動を内部化し，資源の内部開発を

指向する境界デザインを採用することにより，

他社による機会主義的行動のリスクを回避する

ことが有効である。

多くの実証結果は，資源獲得の代替的源泉の

数と境界デザインとの聞に，直接的な影響関係

がないことを指摘している O しかしながら，統

計的には有意でないものの，それらの研究は，

資源獲得の代替的源泉の少ない市場環境に直面
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する多くの企業は，事業活動の内部化を進め境 に，取引コスト理論の検証を試みた。彼は，新

界を拡張する傾向があることを示している。 薬開発のような技術的不確実性の高い市場環境

市場環境と境界デザインとの関係に関して

は， r市場環境の不確実性が高まるほど，企業
は，事業活動を内部化する境界デザインを採用

するjという取引コスト理論を検証するため

に，数多くの研究成果が蓄積されている。この

ような研究状況のなかで， Walker & Weber 

および1'isanoは，市場環境が境界デザインに及

ぼす影響を実証的に分析している。そこで次

に，彼らの研究を検討する。

Walker & Weberの研究 Walker & Weber 

(1984)は，米国の自動車メーカーが3年間に行

った60の部品調達に関する境界デザインを対象

に，取引コスト理論の検証を試みた。境界デザ

インに影響を及ぼす要因として選択されたの

は，①部品市場の競争度，②部品供給に関する

市場環境の不確実性，(l技術に関する市場環境

の不確実性，④購買企業の部品生産経験，⑤部

品供給企業のコスト優位性，の7変数である。

このうち，①の部品市場の競争度，②の部品供

給に関する不確実性，③の技術の不確実性，の

3変数は，市場環境に関する変数であり，他の

2変数はコンテクスト変数である。境界デザイ

ンに関しては，内部生産を 0，外部調達を lと

するダミー変数を作成した。以上の分析モデル

にもとづいて収集したデータをもとに，構造方

程式によるパス解析を行っている。

解析結果は次の通りである。 (1)部品市場の競

争度が高く，部品供給に関する市場環境の不確

実性が大きいほど，外部調達の境界デザインを

採用する。 (2)部品供給企業のコスト優位性が高

いほど，企業は外部調達の境界デザインを採用

する。

このように彼らの境界デザインの規定因に関

する分析結果は，市場環境が境界デザインを規

定するという取引コスト理論の妥当性を支持し

ている。

Pisanoの研究 Pisano (1990)は，米国の製薬

企業50社の92の新薬開発プロジェクトを対象

において，どのような要因が企業の境界デザイ

ンに影響を及ぼしているかを分析した。境界デ

ザインに影響を及ぼす要因として選択されたの

は，①資源獲得の代替的源泉の数，(b競争企業

の数，③内部開発の経験，④関連技術に関する

内部開発能力の蓄積，⑤当該事業の戦略的重要

性，~企業規模，⑦企業の国籍，の 7 変数であ

る。このうち，①の資源獲得の代替的源泉の数

と②の競争企業の数の2変数は，市場環境に関

する変数であり，他の5変数はコンテクスト変

数である。境界デザインに関しては，内部開発

を1，それ以外をOとするダミー変数を作成し

た。以上の分析モデルにもとづいて，収集した

データをプロピット回帰分析によって解析して

いる。

解析結果は次の通りである。 (1)資源獲得の代

替的源泉の数が少ないほど，企業は内部開発の

境界デザインを採用する。 (2)競争企業の数は，

企業の境界デザ、インに対して有意な影響を及ぼ

さない。 (3)関連技術に関する内部開発能力の蓄

積が多いほど，企業は内部開発の境界デザイン

を採用する。

この結果は，取引コスト理論の妥当性をある

程度は支持している。しかし，競争企業の数が

境界デザ、インに影響を与えないという結果は，

利益の専有可能性が企業の境界デザ、インに直接

的には影響を及ぼさないことを示している。こ

のことは，技術的な不確実性が高い市場環境下

では，取引コスト理論は部分的に支持されない

ことを示唆している。さらに，企業の内部開発

能力が境界デザ、インに影響を及ぼすという結果

は，取引コスト理論に代わり，企業の内部要因

に注目した分析視角の必要性を示している。

2 競争戦略

取引コスト理論を中心とする境界デザインに

関する多くの議論は，同じ市場環境に直面する

企業は，同ーもしくは類似の境界デザインを採
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用すると仮定してきた。しかし実際に 1つの を通して創造されるイノベーションから得られ

産業において企業聞の境界デザ、インが明らかに る利益を自社に専有することが困難で、ある。

異なっている事実は，企業独自の主体的な要因

が境界デザインに及ぼす影響が大きいことを示

唆している。なかでも企業の競争戦略は，企業の

境界デザ、インに影響を及ぼす要因として重要で

ある (Kogut，1988， 1991; Williamson， 1991 ; 

黒川・平本， 1995)。競争戦略は，長い間，取

引コスト理論の研究において，コンテクスト変

数の lつとしてとりあげられるに過ぎなかっ

た。一方，資源ベース理論の研究は，競争戦略

が境界デザインに及ぼす影響に注目し，一定の

成果をあげている。

多くの企業は近年，競争優位を形成するため

に戦略提携やジョイント・ベンチャーなどを推

し進めている。企業がこのような境界デザイン

を採用する競争戦略上の根拠としては，以下の

点を挙げることができる (Kurokawa，1992;浅

羽， 1993; Hagedoom， 1993; Mowerγ，Oxley 

& Silvennan， 1997)。①規模の経済性を確保す

ることができる。②新市場への参入障壁を克服

することができる。③補完的資源を蓄積し利益

の専有可能性を高めることができる。④市場支

配力を獲得するために活用できる。⑤新たな技

術の開発を可能にし，企業の持続的な成長を促

進することができる。 CE技術標準および支配的
デザインの形成を可能にする。ぐZ研究開発リス
クを分散する O ③イノベーションの開発時間の

圧縮が可能である。これらの点から，我が固で

も，事業活動を外部化し，外部資源の利用を指

向した境界デザインの戦略的インセンティブが

高まっている。

一方，戦略提携やジョイント・ベンチャーな

どの境界デザインの採用には，次のような困難

が存在する (Teece，1980; von Hippel，1986)。

①外部資源の利用には高い調整コストが不可避

である。②期待していた資源蓄積を達成する可

能性が低く，自社の重要な競争力の開発に失敗

しやすい。③相手企業に自社の重要な競争力を

吸収されるリスクが高い。④資源蓄積プロセス

企業は，このようなメリットとデメリットを

組み合わせて，競争戦略に適合する境界デザ、イ

ンを採用する。

Maidique & Patch(1982)は，競争戦略が境

界デザインに及ぼす影響を，競争戦略の性質と

戦略実行に必要な経営資源の水準との関係から

考察している。革新性の高い競争戦略を展開す

る企業では，資源の必要水準が高く，資源の性

質も高度なものになる O また，イノベーシヨン

を事業化するためには，多大な時聞を必要とす

る。これらの要因を考慮すると，自社のイノベ

ーションに必要な時聞が短く，資源の内部開発

リスクが高い場合，革新性の高い競争戦略を展

開する企業にとって，事業活動を外部化する境

界デザインは有効であろう。

従来，企業の競争戦略と境界デザインとの関

係を明らかにした実証研究は皆無に等しいが，

いくつかの理論研究は企業の戦略特性が取引コ

ストを規定し，境界デザインに影響を及ぼすこ

とを明らかにしている (Hanigan，1985， 1988; 

Jones & Hill， 1988)。以下では，企業の競争
戦略が境界デザインに及ぼす影響を実証的に分

析した， Eisenhardt & Schoonhovenの研究を紹

介・検討する。

Eisenhardt & Schoonhovenの研究 Eisen-

hardt & Schoonhoven(1996)は，境界デザイン

のlつである戦略提携を規定する要因を， I戦

略の資源要因に関する研究」に依拠して実証分

析を試みている。彼女らは次の仮説を提示して

いる。 (1)革新性の高い競争戦略を展開する企業

は，戦略提携を採用する。 (2)競争企業数が多く

競争度の高い市場環境においては，内部資源開

発のリスク削減および他社との学習を効率的に

行うために，戦略提携を採用する。 (3)資源獲得

の代替的源泉を数多く確保している企業は，戦

略提携を採用する。彼女らは，米国の半導体企

業102杜を対象にした解析により，これらの仮

説を検証している。
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解析の結果，上述のすべての仮説が支持され 自性の高い資源蓄積をもっ企業ほど，外部資源

た。 (1)の仮説は，競争戦略が境界デザインに及

ぼす影響に関するものであり，この仮説が支持

されたことは，境界デザインの規定因として企

業の競争戦略が重要であることを示唆してい

る。また， (2)に関して，競争度の高い市場環境

に直面する企業ほど，戦略提携を採用するとい

う解析結果は，取引コスト理論と相反するもの

であり，企業内部要因が境界デザインに及ぼす

影響を示唆している。

このように，彼女らは，企業が展開する競争

戦略によって，最適な境界デザ、インが異なるこ

とを実証的に明らかにしている。

3 資源蓄積

企業内部の資源蓄積も，境界デザインを規定

する重要な要因である (Dyer& Singh， 

1998)。取引コスト理論の研究は，境界デザイ

ンに影響を及ぼすコンテクスト要因のlつとし

て企業の内部資源を取り上げるのにとどまって

おり，その分析結果も一様ではなかった。他方，

資源ベース理論の研究は，企業の内部資源特性

が境界デザインに及ぼす影響に注目し，数多く

の実証研究を蓄積してきた。資源ベース理論の

多くの研究成果は，企業の資源蓄積が境界デザ

インに及ぼす影響が，外部資源との関係に規定

されることを明らかにしている。

企業が事業活動を外部化し，外部資源の利用

を指向した境界デザインを採用するのは，包外

部資源を獲得する必要性があり，かつ②外部資

源の利用機会が存在する場合である。

①の外部資源獲得の必要性は，次の場合に高

まるであろう。第 lに，競争上必要な資源の内

部蓄積が不十分である場合，外部資源の必要性

が大きくなるであろう。第2に，企業内部の資

源蓄積から生まれる利益は，事業化に必要な補

完的な資源へのアクセスによって増加する。独

自性の高い資源蓄積をもっ企業は，外部の補完

資源を利用しでも，それによって利益の専有可

能性が損なわれる危険は少ない。その結果，独

を活用するインセンテイブが高まる。

②の外部資源の利用機会は，企業が他社を惹

きつけるような強力な独自資源の蓄積を持つ場

合に増大するであろう。

このように，企業が外部資源を利用する必要

性を認識し，内部資源を十分に蓄積することに

より外部資源の利用機会を作り出す場合，事業

活動の外部化をすすめる境界デザインを採用す

ることが有効である。

さらに，境界デザインの選択においては，外

部資源の利用が企業内部の資源蓄積に及ぼす影

響を考慮する必要がある。外部資源の利用が内

部資源蓄積に及ぼす影響に関しては 2つの対

立する見方がある。 1つは，外部資源の利用が

内部資源蓄積を促進するというものである

(Link， 1983)。もう lつは，外部資源の利用が

内部資源蓄積を阻害するというものである。

Cusumano (1985)は，技術の海外移転にともな

い，日本の自動車メーカーの内部技術力が次第

に低下していることを明らかにしている。外部

資源の利用と内部資源蓄積との関係は，企業の

境界デザインに大きな影響を及ぼすであろう。

以下では，企業内部の資源蓄積が境界デザイ

ンに及ぼす影響を実証的に分析した3つの研究

を検討する。

黒川・平本の研究黒川・平本(1995)は，

我が国の中堅製造企業234社を対象として，技

術提携の境界デザインに影響を及ぼす要因の解

明を試みた。境界デザ、インに影響を及ぼす要因

として選択されたのは，①内部研究開発能力(内

部資源蓄積)，②技術変化率(市場環境)，③系

列関係，④規模の4変数である。さらに，企業

戦略が技術提携の境界デザ、インに及ぼす影響を

検討している。彼らは，境界デザインに与える

要因の中でも企業の内部能力に注目する。

主要な分析結果は，以下の通りである。 (1)内

部研究開発能力をもっ企業ほど，資本関係を伴

わなわずに事業活動の外部化を進める。 (2)市場

環境の不確実性が高い企業は，技術供与による
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事業活動の外部化を進める。 (3)先発優位戦略を

展開する企業は，資本関係を伴わずに事業活動

の外部化を進める。

この分析結果は，①市場環境・競争戦略とと

もに企業内部の資源蓄積が境界デザインを規定

する重要な要因であること，②十分な資源蓄積

をもっ企業は，事業活動を外部化し境界を縮小

する傾向があること，を示唆している。

Argyresの研究Argyres(1996)は，ケーブ

ルコネクター企業の新製品開発を事例として取

り上げ，企業内部の資源蓄積と境界デザ、インと

の関係について詳細な分析を試みている。

この企業では，製品デザイン一部品製造・加

工一金型製作組立一最終テスト・梱包の各工

程において，種々の境界デザインを選択した。

各工程で，境界デザインの規定因は様々であっ

た。

分析の結果，次の点が明らかにされている。

(1)内部資源蓄積の独自性が高い企業は，事業活

動を内部化し内部開発の境界デザ、インを採用す

る。 (2)内部資源蓄積の独自性が低く，規模の経

済が必要な場合，企業は外部資源の利用を指向

した境界デザインを採用する。 (2)市場環境の不

確実性が高く取引コストが高い状況下において

も，他社が優れた資源蓄積をもっ場合，企業は

外部資源の利用を指向した境界デザ、インを採用

する。

この分析結果は，①内部資源蓄積の独自性が

高い企業は，事業活動の内部化を指向する境界

デザインを採用すること，②市場環境と境界デ

ザインとの関係が，内部資源蓄積と外部資源と

の相対的な優位性の差によって大きく異なるこ

とを示唆している。

Giannni & Lippariniの研究 Giannni& Lip-

parini (1999 )は，イタリアの梱包機械メーカー

3社の垂直非統合プロセスを事例としてとりあ

げ，境界デザインの規定因について詳細な分析

を試みている。

彼飢え製品デザインと製造工程における境

界デザインの規定因を分析している。

分析の結果は次の通りである。(1)内部資源蓄

積の独自性が高く，かっ外部調達の不確実性が

高い場合，企業は内部開発の境界デザインを採

用する。 (2)外部資源の独自性が高い場合，企業

は外部資源の利用を指向した境界デザインを採

用する。 (3)内部資源蓄積および外部資源の独自

性がともに高い場合，企業は提携による外部資

源の利用を指向した境界デザインを採用する。

(4)内部資源蓄積が十分ではなく，かつ資源獲得

の代替的源泉が多く取引コストが低い場合，企

業は外部資源の利用を指向した境界デザインを

採用する。 (5)競争度の高い市場環境に直面する

企業は，事業活動を集約・統合し，資源の内部

開発を指向した境界デザインを採用する。

これらの分析結果は，a;企業の境界デザイン

が内部資源蓄積に影響されること，②企業内部

の資源蓄積と境界デザインとの関係が市場環境

によって影響されること，③企業内部の資源蓄

積と境界デザインとの関係が，内部資源と外部

資源との相対的な関係によって影響されるこ

と，を示唆している。すなわち，企業は，市場

環境が不確実で取引コストが高くても，他社の

資源蓄積が相対的に内部資源蓄積よりも優れて

いる場合，事業活動の外部化を進める境界デザ

インを採用するであろう。また，市場環境が不

確実で取引コストが高く，かっ自社内部での長

期的な資源蓄積が必要である場合，企業は事業

活動の内部化を進める境界デザインを採用する

であろう。

以上のように，現段階では，企業内部の資源

蓄積が境界デザインに及ぼす直接的な影響に関

して首尾一貫した見解が得られていない。しか

し，これらの先行研究は，企業内部の資源蓄積

が境界デザインに及ぼす影響は，外部資源との

関係によって大きく異なっているという重要な

洞察を提供している。

U 境界デザインと競争優位

境界デザインは，企業の競争優位および財務



72 (424) 経済学研究 49-4 

成果にも影響を及ぼす。 19世紀後半の米国で た企業聞の緊密な相互学習が必要である。この

は，迅速に前方統合を進めたメーカー企業がそ 点で，供給業者との緊密な関係は，効果的な資

うでない企業に比べて成功する傾向があった

(Chandler， 1962)。競争優位の差は，企業の境

界デザインの差であった。

境界デザイン研究に求められるのは，特定の

境界デザインが他の境界デザインに比べて有効

である条件を明らかにすることである。なかで

も，市場環境，競争戦略，資源蓄積が境界デザ

インを規定し，競争優位に影響を及ぼすメカニ

ズムを明らかにすることが重要である。境界デ

ザインに関する既存の実証研究は，境界デザイ

ンの規定因の発見に一定の成果をあげている。

しかし，境界デザインと競争優位との関係のよ

うな動態的現象を分析する場合，境界デザ、イン

の規定因に関する分析は大きな限界を持ってい

る。境界デザ、インの規定因とされる各変数が，

境界デザインと競争優位との関係に対して，い

かなる影響を及ぼしているのかを解明すること

ができないのである。

取引コスト理論は，多様な事業活動を調整し

取引コストを削減するためにいかなる境界デザ

インを採用するのかに焦点をあてている。他

方，資源ベース理論は，独自性が高く模倣困難

な資源の存在や資源の蓄積と展開のプロセスに

注目し，競争優位の形成・維持のためにいかな

る境界デザインを採用すべきか，を解明しよう

としてきた。

一般に，資源の模倣困難性の追求は，他企業

との関係を通した競争力の蓄積を阻害するであ

ろう。事業活動を外部化し外部資源を利用する

境界デザ、インの採用には，内部資源の漏洩リス

クが伴うからである。

事業活動の外部化を進める境界デザインを競

争優位の形成・維持に結びつけるためには，他

社との聞での組織学習が不可欠である

(Doz， 1996)。内部資源蓄積にもとづく競争

優位は時間の経過とともに風化しやすい。自社

資源の風化による影響を回避し，企業の戦略地

位を強化するためには，外部資源の利用を通し

源の内部開発を実現するための強力な境界デザ

インである(浅沼， 1997)。日本の自動車メー

カーは，特定の供給業者との関係に依存するこ

とにより，製品開発リスク・上市リードタイム

・品質劣化率を削減したり，イノベーションお

よび柔軟性を実現する能力を強化してきた。

また，今日の境界デザインに特徴的なのは，

外部資源を利用してイノベーションを創造し競

争優位を形成・維持するための境界デザインの

採用である (Robertson& Gatingnon， 1998; 

Veugelers & Cassiman， 1999)。イノベーショ

ンにおいて重要なのは，戦略的に必要で、あり取

引コストが高い資源をいかにして確保するかと

いうことである。基本的には，戦略的に必要で

かつ取引コストの高い資源に関しては内部開発

が有効である。しかし，そのような資源の開発

には多大な投資コストとリスクが伴う。とく

に，競争優位の形成のために迅速な資源開発が

求められる場合には，内部開発は不十分であろ

う。このように今日では，境界デザインとイノ

ベーションおよび競争優位との関係を解明する

ことが不可欠な条件となりつつある。

以上のように，境界デザ、インが競争優位に影

響を及ぼすことを示唆する研究はあるものの，

境界デザインの相違が競争優位にいかなる影響

を及ぼすのかを明らかにした研究は少ない

(狂agedoom& Schakenraad， 1994)。以下で

は，境界デザインが企業の競争優位に及ぼす影

響を実証的に分析した2つの研究を検討する。

Mosakowskiの研究 Mos北owski(1991)は，

コンピュータ産業のベンチャー企業122社を対

象に，境界デザ、インと競争優位との関係を解明

しようとした。彼女は，①事業活動のどの段階

でいかなる境界デザインを行うのかが，企業の

競争優位にいかなる影響を及ぼすか，②企業が

展開する競争戦略の違いが境界デザインと競争

優位の関係にどのような影響を及ぼすか，を分

析した。具体的には，(1)研究開発に関する提携
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は，高い不確実性と高い資源の取引特殊性か

ら，企業の競争優位には負の影響を及ぼす， (2) 

イノベーションによる差別化を指向する企業に

おいては，提携の効果は低い，という 2つの主

要な仮説の検証を試みている。

解析の結果，以下の点が明らかになった。 (1)

研究開発に関する提携は，競争優位をもたらさ

ない。 (2)差別化戦略を展開する企業ではとく

に，研究開発の提携が競争劣位をもたらす。 (3)

差別化戦略を展開する企業では，販売提携が競

争優位をもたらす。 (4)集中戦略を展開する企業

では，境界デザインの選択が，競争優位に対し

て直接に影響を及ぼさない。

この分析結果は，①境界デザインと競争優位

との関係は競争戦略によって影響を受けるこ

と，②競争戦略一境界デザインー競争優位との

簡に一定の適合パターンが存在すること，を示

唆している。

D' Aveni & Ravenscraftの研究 D' Aveni & 

Ravenscraft(1994)は， 3，185の事業を対象に，

境界デザインと競争優位および財務成果との関

係を明らかにしようとした。彼らは，独立変数

として，①前方統合度，(]:後方統合度，③全体

の垂直統合度，の3つの境界デザインの指標

と，④市場占有率，⑤多角化の程度，⑥市場の

不確実性の3つのコントロール変数をとりあ

げ，各種費用項目の対売上高比率を従属変数と

する重回帰分析を行っている。

主要な解析結果は以下の通りである。 (1)垂直

統合の境界デザインはコストの削減を実現し，

利益率の増大を促進する。 (2)不確実性の高い市

場環境では，垂直統合の境界デザインは，コス

ト削減に有意な影響を及ぼさない。 (3)垂直的統

合の境界デザ、インは，製品差別化には直接的な

影響を及ぼさない。

この解析結果は，①境界デザインが企業の競

争優位に影響を及ぼすこと，②境界デザインと

競争優位との関係は，市場環境によって影響さ

れることを示唆している。

V 結び一恒説命題の整理と分析枠組の提示

本稿では，企業の境界デザインの規定因，お

よび境界デザインと競争優位との関係をそれぞ

れ分析した先行研究を検討した。最後に，以上

の検討から境界デザインに関する検証すべき 4

つの主要仮説命題およびそれらの下位命題を析

出するとともに，分析枠組を提示する。

1 )市場環境は，企業の境界デザインに影響を

及ぼす。

a)競争度の高い市場環境に直面する企業

は，他社への競争力の漏洩を防止し利益

の専有可能性を高めるために，事業活動

の内部化を進める境界デザインを採用す

る。

b)競争度の高い市場環境に直面する企業

は，自社の競争力を迅速に強化し利益の

専有可能性を高めるために，事業活動の

外部化を進める境界デザインを採用す

る。

c)資源獲得の代替的源泉が少ない市場環境

に直面する企業は，他社による機会主義

的行動のリスクを回避するために，事業

活動の内部化を進める境界デザインを採

用する。

2)企業が展開する競争戦略は，境界デザイン

に影響を及ぼす。

a)革新性の高い競争戦略を展開する企業

は，事業活動の外部化を進める境界デザ

インを採用する。

b)革新性の低い競争戦略を展開する企業

は，事業活動の内部化を進める境界デザ

インを採用する。

3)資源蓄積は企業の境界デザインに影響を及

ぼす。資源蓄積が企業の境界デザインに及

ぼす影響は，外部資源との関係によって規

定される。

a)独自性の高い内部資源を蓄積する企業

は，事業活動の内部化を進める境界デザ

インを採用する。



74(426) 経済学研究 49-4 

b)独自性の高い内部資源を蓄積する企業

は，事業活動の外部化を進める境界デザ

インを採用する。

c)外部資源の独自性が高い場合，独自性の

高い内部資源を蓄積する企業は，事業活

動の外部化を進める境界デザインを採用

する。

d)外部資源の独自性が低い場合，独自性の

高い内部資源を蓄積する企業は，事業活

動の内部化をすすめる境界デザインを採

用する。

4)企業の境界デザインは，企業の競争優位に

影響を及ぼす。境界デザインが競争優位に

及ぼす影響は，市場環境，競争戦略，資源

蓄積により異なる。

これらの仮説命題には，先行研究において統

ーした見解がみられる命題仁見解の一致をみ

ていない命題とが含まれている。命題1)a) 

と1)b)および命題 3)a)と3)b)は，そ

れぞれ対立した命題である。なぜ対立する命題

が存在するのかについては，①選択された変数

の次元および測定用具が，先行研究ごとに異な

っている，②業務提携から垂直統合に至るまで

従属変数である境界デザ、インが多様である，③

産業特性が境界デザインに及ぼす影響をコント

ロールしていない，④境界デザ、インの規定因

は，規定因聞の相互作用を通して境界デザイン

に影響を及ぼしている，等が考えられる。今後

の研究では，この4点に留意しつつ，上記の相

互に矛盾する仮説命題を解明する必要がある。

以上の仮説命題から，企業の境界デザ、インを

分析するための枠組を図 1のとおり提示するこ

とができる。

この分析枠組について簡単に説明する。ま

ず，市場環境は，企業の境界デザインに影響を

及ぼす。企業は，環境の不確実性や資源依存性

を回避し，市場環境に適合する境界デザインを

採用する。企業は，市場環境の変化に適合した

競争戦略を展開し実行するためにも，境界デザ

インを選択する。境界デザインの選択に際して

は，企業内部に蓄積した経営資源との適合関係

が考慮される。

企業の競争優位は，選択された競争戦略，資

源蓄積および境界デザインにより大きく異な

る。したがって，企業は，競争優位を規定する

資源要因を充足させるために，競争戦略とそれ

と適合する境界デザインにも，時間と努力を配

分する必要がある。

企業が競争優位を形成し維持するためには，

図1 分析枠組

H1 

H2 
境界デザイン

H3 

注)HI-H4は仮説命題の番号を表す。
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上記の要因聞の静態的適合性だけではなく，変

化する市場環境との適合性も維持しなければな

らない。企業が長期にわたって競争優位を維持

するためには，市場環境の性質に応じた境界デ

ザインの調整が不可欠である(Hanigan，1985， 

1986; ])oz， 1996)。もし境界デザインが適切

に変革されなければ，戦略を有効に展開でき

ず，企業の競争優位は低下する。したがって，

境界デザインの変化は，境界デザインとその規

定因の絶えざる再調整のプロセスといえる。

今後，本稿で析出した4つの仮説命題を我が

国企業を対象にして検証を試みたい。検証に際

しては，次の点を考慮したより詳細な分析が必

要であろう。

第1に，従来の境界デザインの規定因に関す

る研究の多くは，各々の規定因が境界デザイン

に及ぼす直接的な影響を明らかにすることを目

的とした研究であった。これに対して，市場環

境一競争戦略一資源蓄積聞の相互作用が境界デ

ザインに及ぼす影響はほとんど明らかにされて

こなかった。今後は，境界デザインの規定因問

の相互作用を視野に入れた境界デザイン研究を

行う必要がある。

第2に，境界デザインの研究に際しては，適

切な分析対象を選択する必要がある。市場環境

一競争戦略一資源蓄積一境界デザインー競争優

位の相互関係を考える場合，市場環境の不確実

性が高く，企業の競争戦略および境界デザイン

の異質性が高い産業を対象にすることが有効で

あろう。なかでも，競争優位への影響を明らか

にするために，企業聞の境界デザインに異質性

がなければならない。成熟した産業では，企業

の境界デザインは最も効率的なものが淘汰・保

持され同質化されよう。

第3に，従来の境界デザインの研究対象は，

大企業もしくはハイテク・ベンチャーなどに限

られてきた。どの資源を自社内部で活用・蓄積

し，どの資源を他社との関係に委ねるのかとい

う境界デザインの選択は，十分な経営資源を持

たない中小企業，とくに地域企業が発展するた

めには重要な課題であろう。今後は分析対象を

拡大し，境界デザインに関する分析結果の一般

的妥当性を検討する必要がある。

最後に，従来の研究結果は，学問上の理論的

な合意を重視してきたため，抽象度の高い命題

を提示している。しかし，企業関ネットワーク

やグループ経営などの企業経営における近年の

動きは，境界デザインに関する実践的な分析枠

組を必要としている。今後は，研究成果を実践

に活用するための具体的方法も提案していくべ

きであろう。
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